
報   第   ５３   号  

令和 ５ 年１１月３０日提出 

 

   中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本市中小企業活性化会 

議における審議の経過及び結果について 

 

熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例（平成２４年条例第１２８号）の規定に

基づき、令和４年度及び令和５年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに

熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、別紙のとおり報告

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

（提出理由） 

令和４年度及び令和５年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本

市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、熊本市中小企業・小

規模企業振興基本条例第１２条の規定に基づき、市議会に報告するものである。 
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別紙 

 

 

 

 

 

中小企業の振興に関する施策の実施状況

並びに熊本市中小企業活性化会議におけ

る審議の経過及び結果（報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 

熊本市 
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第１ 中小企業の振興に関する施策の実施状況 

 

 １ 創業・事業承継の促進 

令和４年度決算額：５４６，９１５千円 

令和５年度予算額：５８８，７１２千円 

  (1) 創業支援 

   令和４年度決算額：５１３，９４２千円 

   令和５年度予算額：５４９，７８８千円 

１ 事業名 創業者チャレンジ支援・育成事業 

前年度決算額 １２，２４５千円 ・ 今年度予算額 ２４，２００千円 

内容 創業者に対し、創業時に必要となる経費を一部助成し、３年間の継続

的な支援を実施するとともに、大学生・専門学生向け起業スクールを

開催する。 

結果 ・創業ステップアップ支援助成 助成件数：２８件 

・大学生・専門学生向け起業スクールの開催 

参加者数：２１人 

備考  

２ 事業名 くまもと森都心プラザ管理運営経費 

前年度決算額 ４５９，４２８千円 ・ 今年度予算額 ４６６，１０３千円 

内容 令和４年度にリニューアルオープンしたビジネス支援施設「ＸＯＳＳ 

ＰＯＩＮＴ．」（クロスポイント）において、従来の経営相談や創業

支援に加え、先輩起業家等のメンターによるメンタリングや様々な支

援プログラムを実施することで、市域内の関係者コミュニティの形成

や起業気運の醸成を通じた次代の熊本の産業の担い手となるスター

トアップ等の支援を実施する。 

結果 ・創業支援室使用者数：６人 

・経営・融資等相談件数：２，０７６件 

・専門家派遣件数：４０件 

・中小企業研修の実施回数：１８回 
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備考  

３ 事業名 地域スタートアップ等支援事業 

前年度決算額 １８，７１８千円 ・ 今年度予算額 ３３，２００千円 

内容 市域内のスタートアップ等の事業成長に対し、ビジネスプランの壁打

ちやメンタリング、資金調達・業務提携の支援などを通じた伴走的な

サポートを実施するほか、スタートアップ都市づくりに取り組む先行

自治体と連携した取組を行う。 

結果 ・Ｋｕｍａｍｏｔｏ Ｃｉｔｙ Ｐｉｔｃｈ 

マッチング件数：１８件 

・ＨＩＧＯ ＣＡＮＶＡＳ マッチング件数：２２件 

備考  

４ 事業名 大学連携型起業家支援経費 

前年度決算額 ５，９６５千円 ・ 今年度予算額 １１，０００千円 

内容 大学等と連携した起業や新分野進出を促進するため、独立行政法人中

小企業基盤整備機構が整備した「くまもと大学連携インキュベータ」

の入居者に対して最長５年の賃料補助を行う。 

結果 ・補助件数：１０件（１０社） 

備考  

５ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １１，６０１千円 ・ 今年度予算額 １５，２８５千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：３件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等による製品化・事業化件数：５件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：２件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

「２ 新たな事業活動の促進」及び「５ 小規模企業の振興」で再掲 
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６ 事業名 スタートアップ育成・支援事業 

前年度決算額 ５，９８５千円 

内容 首都圏及び九州圏内を対象とした本市のスタートアップ及び本市の

スタートアップ支援環境のプロモーションイベントを開催する。 

結果 ・プロモーションイベントの開催 参加者：３１８名 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

  (2) 事業承継支援 

   令和４年度決算額：３２，９７３千円 

   令和５年度予算額：３８，９２４千円 

１ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 ２１千円 ・ 今年度予算額 ４２４千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：２件 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

２ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ３２，９５２千円 ・ 今年度予算額 ３８，５００千円 

内容 中小企業向け制度融資にかかる信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

  信用保証料補給：５０８件 

損失補償金：１６件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

 

２ 新たな事業活動の促進 

令和４年度決算額：２，３３８，６３８千円 

令和５年度予算額：１，５８８，１８８千円 

  (1) 技術革新・生産性向上支援 
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   令和４年度決算額：７４６，３２９千円 

   令和５年度予算額：６５１，０８５千円 

１ 事業名 医療・介護・健康サービス産業支援経費 

前年度決算額 ４，７５２千円 

内容 今後成長が期待される医療・介護・健康関連産業分野の振興を目的と

した「くまもと医工連携推進ネットワーク」に対し、本市及び熊本県

で負担金を交付し、医工連携に関する取組を支援する。 

結果 ・くまもと医工連携推進ネットワークに対する負担金の交付 

負担金交付額：４，７５２千円 

備考 令和４年度限りで終了 

２ 事業名 マーケティングリサーチ促進事業 

前年度決算額 １，０７７千円 ・ 今年度予算額 ２，０００千円 

内容 新型コロナウイルス感染症拡大により、地方へのリスク分散等を検討

する三大都市圏の企業が本市への立地検討に当たり実施する市場調

査や視察にかかる経費の一部を助成し、本市への立地に繋げる。 

結果 ・利用件数：１４件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

３ 事業名 企業立地促進事業 

前年度決算額 ７１０，１０８千円 ・ 今年度予算額 ５７８，８００千円 

内容 本市の優れた投資環境や補助制度を広く内外にＰＲし、企業立地を促

進させることで、市民の雇用機会の増大、地域経済の更なる活性化を

図る。 

結果 ・令和４年度立地企業件数：２５件 

・熊本市企業立地促進条例に基づく助成 助成件数：２４件 

備考  

４ 事業名 首都圏企業誘致活動経費 

前年度決算額 ２，７３９千円 ・ 今年度予算額 ３，０００千円 

内容 首都圏等の企業の誘致を促進するため、企業訪問や展示会への出展

等、企業誘致活動を展開する。 
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結果 ・首都圏企業等への訪問・誘致活動の実施 

・企業誘致アドバイザーとの意見交換による企業情報の収集 

・Ｊａｐａｎ ＩＴ Ｗｅｅｋ【秋】への出展 

備考  

５ 事業名 首都圏企業地方進出支援事業 

前年度決算額 １４，８４２千円 ・ 今年度予算額 １０，０００千円 

内容 専門人材を活用し、地方進出等に意欲のある首都圏等の企業とのネッ

トワーク形成を行い、本市への視察等を通して企業の進出を支援する

ことにより、本市への立地を促進する。 

結果 ・現地視察件数：１３件 

・進出支援金交付件数：５件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

６ 事業名 ＩＴ人材育成支援事業 

前年度決算額 １，２１０千円 

内容 市内中小企業のＤＸ化促進のため、経営者に向けた啓発セミナーを実

施する。 

結果 ・ＤＸ啓発セミナーの開催 参加者：１２名 

・個別支援会の開催 参加者：５名 

備考 令和４年度限りで終了 

「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

７ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １１，６０１千円 ・ 今年度予算額 １５，２８５千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：３件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等による製品化・事業化件数：５件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：２件 
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備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲）。「５ 小規模企業の

振興」で再掲。 

８ 事業名 中小企業等ＤＸアクセラレーション事業 

今年度予算額 ３２，０００千円 

内容 デジタル技術を活用した業務変革等に取り組む市内中小企業等を対

象に、専門家による集中的な伴走型支援を実施し、その成果を先駆的

事例として市内中小企業等に共有することで、ＤＸに向けた取組の推

進を図る。 

備考 令和５年度新規事業 

９ 事業名 半導体関連企業誘致強化事業    

今年度予算額 １０，０００千円 

内容 台湾で開催される半導体関連の展示会への出展やＰＲを行う等、国内

外の半導体関連企業に対する誘致活動を行う。 

備考 令和５年度新規事業 

  (2) 販路開拓・消費拡大支援 

   令和４年度決算額：１，５９２，３０９千円 

   令和５年度予算額：９３７，１０３千円 

１ 事業名 地場企業振興事業 

前年度決算額 ４，０９１千円 ・ 今年度予算額 ６６８千円 

内容 中小企業者の販路開拓・販路拡大を支援するため、製造業を主体とし

た中小企業者等が出展する展示会や商談会にかかる出展小間料、小間

装飾費等必要な経費の一部を助成するとともに、物産振興関係機関に

対して負担金を交付する。 

結果 ・助成件数：１１件 

・熊本県物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：３００千円 

・熊本市物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：２７０千円 
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備考 助成制度については令和４年度限りで終了 

２ 事業名 経済国際化促進経費 

前年度決算額 ４，２１４千円 ・ 今年度予算額 ４，２６８千円 

内容 本市経済の国際化に寄与することを目的として、貿易相談、海外情報

の収集・提供等を行う貿易関係機関に対して負担金を交付する。 

結果 ・日本貿易振興機構熊本貿易情報センターに対する負担金の交付 

負担金交付額：２，３００千円 

・熊本県貿易協会に対する負担金の交付   

負担金交付額：１，３１４千円 

・九州経済国際化推進機構に対する負担金の交付   

負担金交付額：６００千円 

備考  

３ 事業名 物産品等販路開拓支援事業 

前年度決算額 ３３，４９６千円 ・ 今年度予算額 ４４，７００千円 

内容 中小企業者の販路開拓・販路拡大を支援するため、物産事業者等を対

象とした商談会を開催する。また、中小企業者等が実施する物産展等

への出展事業やＥＣ展開事業に対して、必要な経費の一部を助成す

る。 

結果 ・くまもとの物産商談会の開催 

  参加企業数：７５社 参加バイヤー：３３社  

商談件数：２９５件 

・物産展等への出展経費補助件数：３４件 

・ＥＣ展開に要する経費補助件数：２８件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

４ 事業名 ＷＥＢ活用販路開拓緊急支援事業 

前年度決算額 １６，２９２千円  

内容 新たにＥＣ展開に取り組む中小企業等が自走するためのノウハウ構

築を目的として、伴走型支援及びＷＥＢ物産展を開催する。 

結果 ・伴走型支援件数：２３件 
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・ＷＥＢ物産展の開催 参加企業数：２７件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

５ 事業名 飲食店食べ歩き１億円キャッシュバック事業 

前年度決算額 １３２，８４８千円 

内容 キャンペーン対象期間中に、市内の熊本県感染防止対策認証店３店舗

で飲食したレシート等をもとに応募を受け付け、抽選で飲食代金の一

部をキャッシュバックする。 

結果 ・当選件数：１３，１１０件  

・キャッシュバック総額：９９，９９０千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

６ 事業名 熊本港利用促進経費 

前年度決算額 ６９，０４３千円 ・ 今年度予算額 ９７，１９０千円 

内容 本市及び熊本都市圏に所在する企業等の物流の利便性を向上させ、事

業活動の促進を図るため、国際コンテナ取扱いに対する助成を行う。

また、県内の荷主等に対する熊本港利用の働きかけ等を行う熊本港ポ

ートセールス協議会に対して負担金を交付する。 

結果 ・熊本港の国際コンテナ取扱いに対する助成金の交付 

助成金を交付したコンテナ数量：６，７０８ＴＥＵ 

・熊本港ポートセールス協議会に対する負担金の交付 

負担金交付額：１，８００千円 

備考  

７ 事業名 旅行商品割引事業 

前年度決算額 ７６２，７００千円 ・ 今年度予算額 ２６７，１８１千円 

内容 コロナ禍の経済対策として、市内宿泊を伴う旅行商品の割引を行う

「ＬＯＯＫＵＰ Ｋｕｍａｍｏｔｏキャンペーン」を行い、観光関連

産業を広く支援するとともに、職場における感染拡大防止策としてテ

レワーク促進を図るため、市内宿泊施設が販売するテレワークプラン

の割引を行う「テレワーク利用促進事業」を実施する。 

結果 ・販売実績 
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ＬＯＯＫＵＰ Ｋｕｍａｍｏｔｏキャンペーン：２６９，０６０件 

テレワーク利用促進事業：１，５８０件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

８ 事業名 観光客受入環境整備経費 

前年度決算額 １６，６６０千円 ・ 今年度予算額 １５，０００千円 

内容 段階的なインバウンドの回復を見据え、造成したコンテンツのＰＲを

充実させるとともに、販路拡充や地域通訳案内士の育成を行う。 

結果 ・滞在コンテンツのガイド育成研修を実施：２７名 

・観光案内標識、サイン等の老朽化に伴う補修・改修：１０か所 

・熊本城周遊バス「しろめぐりん」５台及び市電４３編成のＷｉ－  

Ｆｉ環境の提供及び運営を実施 

備考  

９ 事業名 観光戦略経費 

前年度決算額 ８３，９９１千円 ・ 今年度予算額 ９０，４３６千円 

内容 観光ＷＥＢサイトや観光案内所の運営、一般財団法人熊本国際観光コ

ンベンション協会が実施する観光客誘致事業への補助等を行う。 

結果 ・ＷＥＢサイトを活用した本市の魅力発信 

・熊本駅総合観光案内所及び桜の馬場城彩苑総合観光案内所におけ

る積極的な情報発信 

・「熊本城おもてなし武将隊」や「ひごまる」を活用したおもてなし

や本市のＰＲ 

・一般財団法人熊本国際観光コンベンション協会の観光客誘致事業

への補助を実施 

備考  

１０ 事業名 インバウンド誘客対策経費 

前年度決算額 １１，０１６千円 ・ 今年度予算額 １０，２００千円 

内容 熊本県や九州内の主要都市等と連携し、観光プロモーションを展開す

る。 

結果 ・台湾の旅行会社へＦＡＭツアー及びセールスコールを実施 
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・熊本県との共同作成動画を活用し、豪州に向けてプロモーションを

実施 

・欧米豪向けの記事コンテンツの制作 

備考  

１１ 事業名 観光誘客促進事業 

前年度決算額 ４８，６１８千円 ・ 今年度予算額 ４５，０００千円 

内容 新しい旅行スタイルの提案や新規就航エリアとの相互交流の促進等

に取り組む。 

結果 ・直行便が就航した静岡に対するプロモーションの展開 

・熊本城を含む様々な観光資源を活用したプロモーションの実施 

備考  

１２ 事業名 広域観光連携事業 

前年度決算額 ２４３，７０５千円 ・ 今年度予算額 １４５，０００千円 

内容 県と連携した県内各地の魅力を発信するイベントの開催とその開催

期間に合わせたナイトタイムエコノミー企画の実施により、来訪促進

及び市内宿泊数の増加を図る。 

結果 ・県内観光の魅力発信を行うイベント「くま博２０２２」を実施 

来場者数：約１１８万人 

備考  

１３ 事業名 観光マーケットリサーチ経費 

前年度決算額 ９，９５７千円 

内容 戦略的な観光客誘致に向けた旅行者の行動、意識変容等のデータ分析

等を行う。 

結果 ・国内旅行者の本市来訪時の動態及び外国人旅行者の本市への旅行

意向等の調査・分析を実施 

備考 令和４年度限りで終了 

１４ 事業名 台湾等アジア戦略経費 

前年度決算額 ４，１０７千円 ・ 今年度予算額 ２７，０００千円 

内容 台湾現地旅行博への出展、訪日メディアを活用した情報発信等に取り

- 170 -



 

 

組むとともに、台湾直行便を利用する旅行者を対象とした桜の馬場城

彩苑・熊本城お休み処で利用可能なクーポン券の配布等を実施 

結果 ・台湾向け誘致パンフレットの制作 

・台湾向けコラム制作・ＳＮＳ広告：４本 

・ベジタリアン向け新メニュー開発及び多言語化補助：３件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

１５ 事業名 旅行事業者緊急支援観光促進事業 

前年度決算額 ３,１１３千円  

内容 本市の観光資源の活用や市内への着地型旅行商品の造成等に対して

支援金を交付するもの。 

結果 ・着地型旅行商品造成：３件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

１６ 事業名 ＭＩＣＥ誘致戦略事業 

前年度決算額 ８３，８８１千円 ・ 今年度予算額 １００，３６０千円 

内容 コンベンション主催者への助成、ＭＩＣＥ誘致戦略の策定、ＭＩＣＥ

誘致活動等を行う。 

結果 ・令和４年度コンベンション開催件数：２１０件 

・令和４年度ＭＩＣＥ誘致活動件数：５６９件 

備考  

１７ 事業名 地産地消事業 

前年度決算額 ５，２９９千円 ・ 今年度予算額 ５，３００千円 

内容 生産者から消費者への情報発信、消費者ニーズを把握するアプリの周

知及び地産地消フェアの開催をする。 

結果 ・対面式での農水産物販売フェアを開催 

売上額：５，２９８，９８７円 

・直売所の入荷情報等を発信する直売所アプリの周知 

登録直売所数：１３か所 登録者数：７，１９０人 

備考  

１８ 事業名 食の販路拡大事業 

- 171 -



 

 

前年度決算額 ４０，３３６千円 ・ 今年度予算額 ３９，８００千円 

内容 国内外への販路拡大を支援するため、民間企業や農漁業者等との連携

による農水産物や加工品のプロモーション活動及びオンラインを活

用したセミナーやマッチングを行う。 

結果 ・首都圏に期間限定のアンテナショップを開設 

店舗数：２７店舗  

・生産者や加工業者とバイヤーとのマッチング会やセミナーを開催 

・県内の農漁業者・加工品製造業者からの海外輸出に関する質問・相 

談を受け付ける総合支援窓口を開設 

相談件数：９８件 

・海外販路拡大事業において、中国、香港、英国で熊本フェアを開催 

  売上額：４，５４４千円 

備考  

１９ 事業名 農水産物販売事業者緊急支援事業 

前年度決算額 １８，９４２千円 ・ 今年度予算額 １５，０００千円 

内容 コロナ禍による販売不振、燃油や資材の価格高騰の影響を受けた農漁

業者等の収益向上を目的に、市内外への農水産物のＰＲ、販売拡大対

策としてＷＥＢ物産展を開催する。 

結果 ・送料無料キャンペーンの実施 

キャンペーン期間中の売上額：約２７，０００千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

２０ 事業名 観光マーケティング戦略策定経費 

今年度予算額 ３０，０００千円 

内容 戦略策定のための国内外の旅行動向に関する各種調査・分析の実施及

び戦略の内容を審議する審議会を開催する。 

備考 令和５年度新規事業 

 

３ 経営基盤の強化の促進  

令和４年度決算額：３，３４４，７３７千円 
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令和５年度予算額：２，９５６，０８５千円 

  (1) 人材の育成及び確保 

   令和４年度決算額：２０６，６７５千円 

   令和５年度予算額：２５９，２２７千円 

１ 事業名 地方創生移住支援事業 

前年度決算額 ４０，６００千円 ・ 今年度予算額 ８７，２００千円 

内容 東京一極集中の是正及び地方の担い手不足対策のための国の地方創

生推進交付金を活用して、東京２３区から本市へ移住し、熊本県が選

定した中小企業等に就業した者又は熊本県の起業支援金事業におい

て認定された者等に対し、移住支援金を支給する。 

結果 ・支給件数：４５件 

備考  

２ 事業名 連携中枢都市移住支援事業 

前年度決算額 １，２７８千円 ・ 今年度予算額 １，５６０千円 

内容 広報相乗効果及び経費削減効果を図るため、連携中枢都市圏が連携し

て移住促進プロモーションを行う。 

結果 ・東京で行われたふるさと回帰フェア等において連携都市の広報を

実施 

備考  

３ 事業名 ＵＩＪターン移住促進雇用対策事業 

前年度決算額 ２８，０１４千円 ・ 今年度予算額 ２８，３００千円 

内容 県外の求職者に対し、熊本市内の企業を知る合同就職面談会を実施す

るとともに、就職等に関する的確な情報提供・相談体制を整えたＵＩ

Ｊターンサポートデスクを運営することで、ＵＩＪターン就職の促進

と人材の確保を図る。 

結果 ・ＵＩＪサポートデスクなどを介した就業者：９４人 

・ＵＩＪサポートデスクなどを介した移住者：１６７人 

備考  

４ 事業名 障がい者・母子家庭の母等の雇用対策経費 
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前年度決算額 １，７６４千円 ・ 今年度予算額 ２，０００千円 

内容 障がい者・母子家庭の母等の雇用促進を図るため、市内在住の障がい

者（身体・知的・精神）や母子家庭の母等を継続して雇用した市内の

事業所に対して、雇用奨励金を交付する。 

結果 ・補助件数：６８件（障がい者：４５件、母子家庭の母等：２３件） 

備考  

５ 事業名 人手不足・多様な働き方支援就職面談会事業 

前年度決算額 ３４０千円 ・ 今年度予算額 ３９０千円 

内容 雇用機会の創出を図るため、企業と求職者とのマッチングに係る支援

を実施する。 

結果 ・高等学校と企業との意見交換会  

参加高校：５３校（教諭：７０人） 参加企業：６５社 

・高校生のための就職フェア  

参加高校：２３校（生徒：５１人） 参加企業：３５社 

備考  

６ 事業名 職業訓練センター管理運営経費 

前年度決算額 ２４，７５５千円 ・ 今年度予算額 ２３，８６０千円 

内容 求職者や失業者を対象とした職業訓練や、中小企業で働く労働者を対

象とした各種職業能力開発訓練等を行う職業訓練センターの管理運

営を指定管理者により実施する。 

結果 ・利用者数：延べ３１，５０１人 

備考  

７ 事業名 雇用福祉一般行政経費 

前年度決算額 ３７６千円 ・ 今年度予算額 ５１７千円 

内容 技能者の地位及び技術水準の向上を図るため、本市産業の発展に尽く

した優秀技能功労者、優秀青年技能者及び優秀技能者の表彰を行う。 

結果 ・優秀技能功労者表彰者数：１６人 

・優秀青年技能者表彰者数：１２人 

備考  
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８ 事業名 産業人材育成支援事業 

前年度決算額 ５，８０８千円 ・ 今年度予算額 ４，２００千円 

内容 人手不足の解消を図るため、介護福祉士実務者研修の実施や認定職業

訓練校への補助、職業訓練受講料への助成を通じて産業人材を育成す

る。 

結果 ・介護福祉士実務者研修 

受講者数：６人 修了者数：６人 就職内定者数：１人 

・認定職業訓練実施に対する補助金の交付 補助件数：４件 

・職業訓練受講料助成 助成件数：２３件 

備考  

９ 事業名 外国人材雇用推進事業 

前年度決算額 １，９４５千円 ・ 今年度予算額 １，０００千円 

内容 地場企業における人材不足の解消及びグローバル化を推進するため、

外国人労働者の日本語習得支援や外国人留学生と地場企業との交流

会等を実施する。 

結果 ・外国人労働者への日本語指導支援事業 参加者数：５９人 

・外国人留学生と地場企業との交流会 

第１回：参加企業数：６社 参加留学生数：４校１１名 

第２回：参加企業数：５社 参加留学生数：３校１０名 

・外国人留学生向けプロフィールシート作成セミナー 

  参加留学生数：５校１０名 

備考 外国人留学生と地場企業との交流会等については令和４年度で終了 

１０ 事業名 合同就職説明会開催経費 

前年度決算額 １９，９９２千円 ・ 今年度予算額 ２２，４００千円 

内容 雇用の安定と経済活性化を図るため、人材を必要とする企業と求職者

とのマッチングの場として、Ｚｏｏｍ等のウェブ会議システムを活用

し、オンライン合同企業説明会を開催する。 

結果 ・オンライン合同就職説明会 

実施回数：２０回 求人企業数：５８５社 
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参加者数：１，２０１人 就職内定者数：２２人 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

１１ 事業名 しごと学びＷＥＢライブ事業 

前年度決算額 ８，８４７千円 ・ 今年度予算額 １２，０００千円 

内容 小中学校とスタジオをオンラインで結び、同じサプライチェーンを形

成する企業が小中学生に対して、１つの商品がどのような過程で作ら

れ、消費者の手に渡るのかを説明する「“しごと学び”ＷＥＢライブ」

を実施することで、地元企業の認知度向上を図り、若年者の県外流出

の抑制と将来的な人材還流及び人材定着を図る。 

結果 ・実施回数：１２回 参加学校数：４５校 

備考  

１２ 事業名 失業者就業支援事業 

前年度決算額 ３５，８１１千円 ・ 今年度予算額 ４０，０００千円 

内容 コロナ禍により失業を余儀なくされた方を雇用した企業への雇用奨

励金や介護・警備・運輸・建設分野に就職した方への就職奨励金を交

付する。 

結果 ・雇用奨励金：２件（４人分） 

・就職奨励金：１８５人 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

１３ 事業名 移住促進サポート支援事業 

前年度決算額 ９８１千円 ・ 今年度予算額 ５，５００千円 

内容 本市への移住促進及び労働力人口の増加を目的として、県外から本市

への移住に伴う転居費に対する助成を実施する。 

結果 ・交付件数：１３件 

備考  

１４ 事業名 地場企業インターンシップ促進事業 

前年度決算額 ２７，９５６千円 ・ 今年度予算額 ３０，３００千円 

内容 大学生等を対象とした地場企業のインターンシップを開催する。 

結果 ・参加学生数：２０９人 参加企業数：１５４社 
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備考  

１５ 事業名 緊急雇用維持推進事業 

前年度決算額 ６，９９８千円 

内容 雇用維持を目的として、副業、出向に取り組む企業やその従業員と受

入企業とのマッチング事業を実施し、コロナ復興期に必要となる労働

力を維持できる企業体制を支援する。 

結果 ・出向促進動画の作成 

・出向受入企業リーフレットの作成 

・副業マッチング会 副業決定者数：８人 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

１６ 事業名 ＩＴ人材育成支援事業 

前年度決算額 １，２１０千円 

内容 市内中小企業のＤＸ化促進のため、経営者に向けた啓発セミナーを実

施する。 

結果 ・ＤＸ啓発セミナーの開催 参加者：１２名 

・個別支援会の開催 参加者：５名 

備考 令和４年度限りで終了 

「２ 新たな事業活動の促進」で掲載分（再掲） 

 (2) 経営向上・安定のための支援 

   令和４年度決算額：２，３６４，１２４千円 

   令和５年度予算額：１，９９３，０７５千円 

１ 事業名 経済関連データ調査等事業 

前年度決算額 ６，８９１千円 ・ 今年度予算額：２，８００千円 

内容 市内景況などの基礎データ、施策立案に向けた経済的影響等の調査を

実施する。 

結果 ・市内総生産額の推計：１２回 

・企業業況判断分析：４回 

備考  

２ 事業名 営業時間短縮要請に伴う事業者支援経費 
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前年度決算額 ９９３，４０２千円 

内容 営業時間短縮要請に協力する飲食店等の事業継続を支援するため、熊

本県が支給する協力金等の一部を負担する。 

結果 ・支給対象店舗数：延べ８，９７７店 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

３ 事業名 熊本市緊急家賃支援事業 

前年度決算額 ２１７，８４４千円 

内容 営業時間短縮要請に協力する飲食店等の事業継続を支援するため、１

か月分の家賃の５割相当額を補助する。 

結果 ・補助件数：２，５５８件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

４ 事業名 中小企業団体等助成経費 

前年度決算額 ４９，５１２千円 ・ 今年度予算額 ４９，６７１千円 

内容 中小企業者の経営を支援するため、熊本商工会議所、各商工会、熊本

県中小企業団体中央会等が行う中小企業者の経営革新や技術改善の

ための事業に対して補助を行う。 

結果 ・助成件数：１２件 

備考  

５ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 ２１千円 ・ 今年度予算額 ４２４千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：２件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

６ 事業名 （震災）二重債務軽減対策事業 

前年度決算額 ５７４千円 ・ 今年度予算額 ８０千円 

内容 複数の債務を抱える熊本地震特別融資の利用者が、本市の制度融資に

より借換一本化を行う場合の利子を補給する。 
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結果 ・補助件数：２１件 

備考  

７ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ３２，９５２千円 ・ 今年度予算額 ３８，５００千円 

内容 中小企業向け制度融資にかかる信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

信用保証料補給：５０８件 

損失補償金：１６件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

８ 事業名 新型コロナウイルス対応融資利子補給事業 

前年度決算額 ９９１，３５６千円 ・ 今年度予算額 ３６０，０００千円 

内容 新型コロナウイルス感染症の影響により売上げが減少したことで熊

本県制度融資「金融円滑化特別資金」を借り入れた市内の事業者に対

し、本市が３年間の利子補給を行い、事業者の円滑な資金調達を支援

する。 

結果 ・補助件数：４，４１０件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

９ 事業名 新型コロナウイルス伴走支援型利子補給事業 

前年度決算額 ７１，２３２千円 ・ 今年度予算額 ２８１，０００千円 

内容 新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響を受け、熊本県制度融

資「新型コロナウイルス経営改善資金（伴走支援型）」を借り入れた

市内の事業者に対し、本市が１年間の利子補給を行い、事業者の円滑

な資金調達を支援する。 

結果 ・補助件数：６４１件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

１０ 事業名 中小企業研修派遣助成経費 

前年度決算額 ３４０千円 ・ 今年度予算額 ６００千円 

内容 中小企業の人材育成を支援するため、市内中小企業者の従業員が中小
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企業大学校等の市外公的機関で行われる専門的・体系的な研修を受講

する際にかかる旅費相当額の半額を補助する。 

結果 ・受講者数：１９人（８社） 

備考  

１１ 事業名 ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業 

今年度予算額 １，２６０，０００千円 

内容 エネルギー価格高騰の影響による経済的負担を受けている方を支援

するため、ＬＰガスを利用している契約者を対象に支援金の給付を行

う。 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度新規事業。 

(3) 事業継続リスクへの対応 

１ 事業名 県と連携したＢＣＰ策定支援 

内容 熊本県が行っているＢＣＰ策定支援と連携し、熊本市内の中小企業に

対して認知度の向上・普及啓発を図る。 

結果 ・過去の事例から学ぶＢＣＰとそのポイントセミナー 

参加者数：３８人 

備考  

(4) 商店街の振興 

   令和４年度決算額：７７３，９３８千円 

   令和５年度予算額：７０３，７８３千円 

１ 事業名 商店街魅力向上総合事業（経常) 

前年度決算額 １８，０５６千円 ・ 今年度予算額 ２０，５００千円 

内容 商店街における官民一体となったイベント等の開催、商店街団体が実

施する環境整備事業に対する助成、中心市街地活性化協議会への支援

等を行う。 

結果 ・負担金：３件 支出合計額：１３，０３０千円 

・商店街共同施設電気料助成件数：５０件 

・商店街通行量調査：１回 

備考  
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２ 事業名 商店街魅力向上総合事業（政策） 

前年度決算額 ２１，１４１千円 ・ 今年度予算額 ２９，９００千円 

内容 商店街団体等が実施する活性化のためのイベント等事業、研修事業、

インバウンド対応事業、共同施設設置事業等に対して助成を行う。 

結果 ・助成件数：２２件 助成金額：２０，１４１千円 

備考  

３ 事業名 プレミアム付商品券発行支援事業 

前年度決算額 ２５０，０９２千円  

内容 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた地域経済の活

性化を図るため、商店街等が実施するプレミアム付商品券事業に対す

る助成を行う。 

結果 ・助成件数：３８件 助成金額：２５０，０９２千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

４ 事業名 地域商業機能複合化推進事業 

前年度決算額 ６０，０００千円  

内容 市内中心部の回遊性向上、空き店舗解消等を目的としたイベントスペ

ース、観光案内所等の整備に対して助成を行う。 

結果 ・令和４年６月３日「熊本屋台村」が開業 

備考 令和４年度限りで終了 

５ 事業名 新型コロナウイルス感染症緊急空き店舗対策事業 

前年度決算額 １０３，１５７千円 ・ 今年度予算額 １４４，８５１千円 

内容 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた商店街の再生・活性化を図

るため、市内商店街の空き店舗の改装や新規出店に対して助成を行

う。 

結果 ・助成件数：８８件 助成金額：１０１，７４３千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

６ 事業名 商店街回遊性向上事業 

前年度決算額 ５，８６８千円 

内容 市電やバスの１日乗車券等と連携した商店街の情報発信を実施する。 
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結果 ・１日乗車券等の提示により特典を受けられる参加店舗のマップ作成

掲載店舗数：２００店舗 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和４年度限りで終了。 

７ 事業名 物価高騰対策プレミアム付商品券発行支援事業 

前年度決算額 ３１５，６２４千円 ・ 今年度予算額 ５０８，５３２千円 

内容 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた地域経済の活

性化を図るため、商店街等及び企業等が実施する物価高騰対策プレミ

アム付商品券事業に対する助成を行う。 

結果 ・助成件数：３６件 助成金額：２９５，３４０千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

 

４ 受注機会の増大   

  (1) 受注機会の増大に向けた支援 

ア 計画的な発注 

(ｱ) 四半期ごとに１６０万円（修理においては１００万円）を超える物品購

入（修理）の予定について、市役所内各課へ照会を行い計画的な発注に努

めるとともに、年度末に行う翌年度分の物品購入（修理）予定の照会結果

について、１,０００万円以上の案件を電子入札システムホームページにて

公表することで受注機会の増大を図る。 

(ｲ) 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により規定され

ている発注見通しについて毎月公表し、より詳細な情報をホームページで

随時公表することにより、業者の受注機会の拡大及び計画的な発注に努め

る。 

イ 適正な予定価格の設定 

(ｱ) 予定価格の設定に際しては、市場における労務費及び資材等の取引価

格、施工の実態等を的確に反映した積算を実施する。 

(ｲ) 積算基準が明確でない発注案件については、実勢価格を調査するほか

業者から参考見積りを徴取するなどして、適正な予定価格の設定を行う。 

ウ 地場企業優遇の評価項目の設定 

(ｱ) 現在試行中である総合評価（技術提案型）において、評価項目は案件ご
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とに設定することとなるが、評価項目例の中に「熊本市内に本店を有する」

場合に加点を行う項目を設定する。 

エ 総合評価方式の運用等による地場企業の育成 

(ｱ) 現在試行中である総合評価（技術提案型）において、評価項目は案件ご

とに設定することとなるが、評価項目例の中に「地場企業の活用」をする

場合に加点を行う項目を設定する。 

オ 地場企業への優先発注 

(ｱ) 条件付一般競争入札で行う場合（ＷＴＯ協定に基づく特定調達契約の

対象となるものを除く。）には、原則として「本店又は営業所等の所在地が

市内にあること」を入札参加資格とする。 

(ｲ) 指名競争入札を行う場合には、「市内に本社を有する者」を優先的に指

名し、次に「市内に営業所等を有する者」、「市内に本社、営業所等を有し

ない者」の順に指名することとする。 

(ｳ) 公共工事の一般競争入札・指名競争入札において、特殊なもの又は高度

な技術力を要するものを除き、原則として「熊本市内に本店を有する者で

あること」を競争入札参加資格とする。 

カ 「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」の周知 

(ｱ) 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（以下「官公需

法」という。）に基づき、国の施策に準じた取扱いを行うため、職員に対し、

「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」を周知し、中小企業者の受

注機会を増大させる。 

キ 小規模企業に配慮した小規模修繕の発注 

(ｱ) 本市が発注する施設の小規模な修繕（内容が軽易で、かつ、履行の確保

が容易であると認められる施設の修繕で１件の予定価格が３０万円以下の

もの）について、熊本市工事競争入札参加有資格業者名簿又は熊本市物品

関係競争入札（見積）参加資格者名簿に登録していない市内の中小企業等

からの小規模修繕契約希望者登録名簿への申請を受け付け、名簿を作成す

ることで、小規模企業への発注を推進する。 

ク 官公需法の規定に基づく契約実績の公表 

(ｱ) 官公需法の規定に基づき、本市の工事・役務・物件契約における中小企
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業の受注状況を公表する。 

(ｲ) 令和４年度の契約状況 

契約全体に対する中小企業の受注率は、件数で８２．３パーセント（前

年度比２．３ポイントの上昇）、金額で７１．６パーセント（前年度比   

３．３ポイントの低下）であった。 

また、契約全体に対する市内中小企業の受注率は、件数で６９．１パー

セント（前年度比１．６ポイントの上昇）、金額で５９．４パーセント（前

年度比４．５ポイントの低下）であった。 

その他詳細は、次表のとおりである。 
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本市の工事・役務・物件契約における中小企業の受注状況（令和４年度） 

 

熊本市内企業：熊本市内に本社がある企業 

熊本県内企業：熊本県内（熊本市を除く。）に本社がある企業 

工事・・・工事請負費 

役務・・・役務費、委託料、使用料及び賃借料、一般需用費のうち修繕費等 

物件・・・一般需用費（修繕費を除く。）、備品購入費等 

 

【全体】 令和　　3年度

割合 契約金額 割合

ア （千円） イ

(C1/A1) (D1) (D1/B1)

工　　事 1,283 95.3% 56,614,419 79.6%

役務の給付 8,737 81.0% 27,123,812 59.7%

物件の納入 20,064 82.1% 4,538,275 67.8%

合計 30,084 82.3% 88,276,506 71.6%

【熊本市内企業受注分】

令和　　3年度

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

オ （千円） カ キ （千円） ク ケ （千円） コ

(A2/A1) （B2） (B2/B1) (C2/A1) (D2) (D2/B1) (E2/E1) （F2） (F2/F1)

工　　事 1,237 91.9% 50,992,097 71.7% 1,235 91.8% 50,910,851 71.5% 1,513 93.0% 42,922,140 77.9%

役務の給付 8,146 75.5% 19,146,448 42.1% 7,331 67.9% 18,633,491 41.0% 8,184 74.2% 17,072,562 47.2%

物件の納入 16,951 69.4% 3,700,999 55.3% 16,706 68.4% 3,659,154 54.7% 20,484 68.3% 5,039,230 69.7%

合計 26,334 72.0% 73,839,544 59.9% 25,272 69.1% 73,203,496 59.4% 30,181 70.8% 65,033,932 66.0%

【熊本県内企業受注分】（市内除く県内企業）

令和　　3年度

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

ス （千円） セ ソ （千円） タ チ （千円） ツ

(A3/A1) （B3） (B3/B1) (C3/A1) (D3) (D3/B1) (E3/E1) （F3） (F3/F1)

工　　事 4 0.3% 88,762 0.1% 4 0.3% 88,762 0.1% 13 0.8% 611,825 1.1%

役務の給付 320 3.0% 922,708 2.0% 317 2.9% 875,865 1.9% 280 2.5% 750,983 2.1%

物件の納入 1,176 4.8% 88,767 1.3% 1,168 4.8% 88,388 1.3% 1,374 4.6% 289,330 4.0%

合計 1,500 4.1% 1,100,237 0.9% 1,489 4.1% 1,053,015 0.9% 1,667 3.9% 1,652,138 1.7%

件数
（A3）

件数
(C3)

件数
（E3）

熊
本
県

内
企
業
（

熊

本
市
を
除
く
）

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

令和4年度

件数

（A2）

件数

(C2)

件数

（E2）

令和4年度

熊

本
市
内
企
業

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

24,433 6,691,959 29,971 7,227,670

36,570 123,308,075 42,627 98,504,466

1,346 71,162,277 1,627 55,112,750

件数
（A1）

10,791 45,453,839 11,029 36,164,046

（B1） （F1）

契約金額

件数
（C1）

件数
（E1）

契約金額

令和4年度

全
　
　
　

体

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

（千円） （千円）
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令和　　3年度

割合 契約金額 割合 契約金額

ウ （千円） エ （千円）

(G1/E1) (H1) (H1/F1) （D1-H1）

1,554 95.5% 45,105,244 81.8% △ 271 △ 0.2 11,509,175 △ 2.2

8,443 76.6% 23,298,961 64.4% 294 4.4 3,824,851 △ 4.7

24,112 80.5% 5,330,123 73.7% △ 4,048 1.6 △ 791,848 △ 5.9

34,109 80.0% 73,734,328 74.9% △ 4,025 2.3 14,542,178 △ 3.3

令和　　3年度

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

サ （千円） シ （千円） （千円）

(G2/E1) (H2) (H2/F1) （B2－F2） （D2-H2）

1,503 92.4% 42,441,509 77.0% △ 276 △ 1.1 8,069,957 △ 6.2 △ 268 △ 0.6 8,469,342 △ 5.5

7,225 65.5% 16,177,118 44.7% △ 38 1.3 2,073,886 △ 5.1 106 2.4 2,456,373 △ 3.7

20,041 66.9% 4,354,911 60.3% △ 3,533 1.1 △ 1,338,231 △ 14.4 △ 3,335 1.5 △ 695,757 △ 5.6

28,769 67.5% 62,973,538 63.9% △ 3,847 1.2 8,805,612 △ 6.1 △ 3,497 1.6 10,229,958 △ 4.5

令和　　3年度

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

テ （千円） ト （千円） （千円）

(G3/E1) (H3) (H3/F1) (B3-F3） （D3-H3）

13 0.8% 611,825 1.1% △ 9 △ 0.5 △ 523,063 △ 1.0 △ 9 △ 0.5 △ 523,063 △ 1.0

259 2.3% 750,540 2.1% 40 0.5 171,725 △ 0.1 58 0.6 125,325 △ 0.2

1,361 4.5% 288,771 4.0% △ 198 0.2 △ 200,563 △ 2.7 △ 193 0.3 △ 200,383 △ 2.7

1,633 3.8% 1,651,136 1.7% △ 167 0.2 △ 551,901 △ 0.8 △ 144 0.3 △ 598,121 △ 0.8

割合
（ﾀｰﾄ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

うち中小企業

件数
(G3)

件数
（A3-E3）

割合
（ｽｰﾁ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
(ｾｰﾂ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C3-G3）

割合
（ｿｰﾃ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

　　    総額
うち中小企業

令和4年度　－　令和3年度　（差）

件数
(G2)

件数
（A2-E2）

割合
（ｵ-ｹ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

令和4年度　－　令和3年度　（差）

        総額
うち中小企業 うち中小企業

割合
（ｶ-ｺ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C2-G2）

割合
（ｷ-ｻ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｸ-ｼ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 238

24,803,609

△ 5,538 △ 535,711

△ 6,057

件数
（G1）

9,289,793

（B1－F1）

△ 281 16,049,527

件数
（A1－E1）

契約金額

令和4年度　－　令和3年度　（差）

        総額
うち中小企業 うち中小企業

件数
（C1-G1）

割合
（ｱ-ｳ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｲ-ｴ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

（千円）
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５ 小規模企業の振興   

令和４年度決算額：１１，８２５千円 

令和５年度予算額：１５，５７２千円 

  (1) 小規模企業の持続的な発展に向けた支援 

   令和４年度決算額：１１，８２５千円 

   令和５年度予算額：１５，５７２千円 

１ 事業名 一般管理等経費（うち中小企業活性化会議運営経費分） 

前年度決算額 ２２４千円 ・ 今年度予算額 ２８７千円 

内容 熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例に基づく中小企業振興に関

する施策等を審議するための熊本市中小企業活性化会議の運営等を

行う。 

結果 ・熊本市中小企業活性化会議の開催 

開催回数：２回 ※構成委員数：１６人 

備考 決算額及び予算額は、一般管理等経費のうち、熊本市中小企業活性化

会議にかかる分のみを記載 

２ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １１，６０１千円 ・ 今年度予算額 １５，２８５千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：３件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等による製品化・事業化件数：５件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：２件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分 

「１ 創業・事業承継の促進」及び「２ 新たな事業活動の促進」で

掲載分（再掲） 
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第２ 熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果 

 

１ 会議の経過 

(1) 令和５年度第１回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和５年（２０２３年）７月１２日（水曜日）午後２時～午後４

時 

    場  所：熊本市議会棟２階 予算決算委員会室 

   審議内容：本市経済成長に向けた今後の取組、中小企業振興施策等について 

        本市の工事・役務・物件契約における中小企業の受注状況等につ 

いて  

  (2) 令和５年度第２回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和５年（２０２３年）８月３１日（木曜日）午後１時３０分～

午後３時３０分 

    場  所：熊本市役所本庁舎４階 モニター室  

    審議内容：第 1回会議の意見等を踏まえた今後の方向性について  

 

２ 会議の結果  

(1) 中小企業振興施策に関する意見 

会議において得られた中小企業振興施策に関する意見は、次のとおりである。 

ア 創業・事業承継の促進について 

(ｱ) 事業者の廃業を回避するための方法として、Ｍ＆Ａの方法が取られる

ことが多いため、事業者間のマッチングへの取組の強化が必要である。 

(ｲ) 創業直後は廃業率が高くなる傾向があり、廃業の理由等、深い分析を行

った上で、廃業率を下げるための施策が必要である。 

(ｳ) 事業承継では、第二創業の視点で新たな価値を追求することも重要で

あり、支援の際は、創業支援と融合した施策を検討することが必要である。 

(ｴ) ＤＸ支援は、事業承継や第二創業も含め、様々な分野において重要であ

るため、横断的な検討が必要である。 

イ 新たな事業活動の促進について 

(ｱ) 越境ＥＣは、事業者にとって重要な販路開拓戦略であり、参入支援等が
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必要である。 

(ｲ) ＭＩＣＥ誘致に当たっては、特に半導体関係等のハイテク関連分野に

ターゲットを絞り、人材交流等による相乗効果を高めることの検討が必要

である。 

(ｳ) 台湾との定期便の就航等、インバウンド需要が高まる中、その効果を最

大化し、地元の事業者等へ波及させるための施策が必要である。 

(ｴ) ＤＸに関し必要な教育は事業者ごとに異なるため、事業者自身に適し

た情報を発見する機会が必要である。 

(ｵ) ＤＸ推進のためには、最先端の取組を実際に体験できる機会の提供等

が必要である。 

ウ 経営基盤の強化について 

(ｱ) 学生側の需要がある長期的なインターンシップは、社内教育に資する

可能性があるが、負担も大きいため、実施する事業者への支援が必要であ

る。 

(ｲ) スタートアップ企業等は資金面で余裕がないため、有償でのインター

ンシップの実施に対する支援が必要である。 

(ｳ) ＤＸ推進やＩＴ人材の育成は、継続的に取り組んでいくことが必要で

ある。 

(ｴ) インバウンド戦略や地域活性化の観点からは、支払方法の多様化への

対応が重要であり、その取組の検討が必要である。 

(ｵ) プレミアム付商品券は、物価が高騰している状況において、消費者支援

策としても地元商店街の活性化支援策としても効果的であり、引き続き支

援が必要である。 

(ｶ) リモートワークの進展や地方への移住傾向がある中、引き続きＵＩＪ

ターンや移住定住促進策等への積極的な支援の更なる強化が必要である。 

(ｷ) 人手不足への対応として重要な要素であるリモートワークは、潜在的

な労働力の活用にも繋がるため、その環境の整備が必要である。 

(ｸ) 空き店舗対策について、補助対象店舗を３階以上へ拡大することや１

階への出店にインセンティブを与える等、更なる空き店舗活用促進のため

の補助制度等が必要である。 
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(ｹ) 商店街において、建物の老朽化や構造上の理由等により店舗としての

利用が難しい物件等を活用するための取組も必要である。 

エ その他の施策について 

(ｱ) 小規模事業者等においては、台湾・アジアの事業者との商談が難しいた

め、海外事業者との商談会の開催等、販路開拓の機会を提供するための取

組が必要である。 

(ｲ) マーケティング戦略におけるデータ分析に関し、多くの人が多角的な

視点で分析することが重要であり、データを活用してディスカッションで

きるプラットフォームの構築が必要である。 

(ｳ) 個人の消費が社会やまちづくりにどのように関わるかを考える機会の

提供が必要である。 

(ｴ) 地域の中で経済を循環させるためには、市内の中小企業への発注額の

増加のための取組や、地元の商品を購入する意識を高める取組が必要であ

る。 

(ｵ) 半導体関連企業の進出による人件費の高騰に伴う人材確保への懸念等、

事業者への影響を正確に見定めていくことが必要である。 

(ｶ) インボイス制度への理解が不十分である小規模事業者も多いため、当

該制度に関する情報を詳しく知る機会が必要である。 

(ｷ) 熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画の更新に当たり、小規模事業

者の声を反映させるための調査が必要である。 

(ｸ) 事業者の二極化が進んでいる中、勢いがある事業者を分析し、可能性が

ある分野・事業者への投資が必要である。 

(ｹ) 上質な暮らしに焦点を当てた地方自治体ならではの視点も重要であり、

働き手の幸福度を高めるための環境作りが必要である。 

(ｺ) 半導体関連企業の工場整備工事等の影響によりホテル業界が一時的に

活況を呈しているが、工事完了後の需要減等の反動について懸念もあるた

め、長期的な施策の検討が必要である。 

(ｻ) より良い施策を実現するために、意見交換等を通じて、事業者等が施策

立案へ積極的に参画し、行政と連携していくことが必要である。 

(ｼ) 最低賃金の引上げ、インボイス制度の導入、価格転嫁促進等に対し、事
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業者のニーズに応じた細かな支援が必要である。 
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